
労働基準法の改正について
（働き方改革の推進）

川崎北労働基準監督署
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働き方改革の全体像

働き方改革の基本的な考え方

「働き方改革」は、働く方々が、個々の事情に応じた多様で柔軟な働き方を、
自分で「選択」できるようにするための改革です。

日本が直面する「少子高齢化に伴う生産年齢人口の減少」、「働く方々のニーズの多様化」な
どの課題に対応するためには、投資やイノベーションによる生産性向上とともに、就業機会の
拡大や意欲・能力を存分に発揮できる環境をつくることが必要です。

働く方の置かれた個々の事情に応じ、多様な働き方を選択できる社会を実現することで、成
長と分配の好循環を構築し、働く人一人ひとりがより良い将来の展望を持てるようにすること
を目指します。
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中小企業・小規模事業者の働き方改革

「働き方改革」は、我が国雇用の７割を担う中小企業・小規模事業者において、着実に実施
することが必要です。
魅力ある職場とすることで、人手不足解消にもつながります。

職場環境の改善などの「魅力ある職場づくり」が人手不足解消につながることから、人手不
足感が強い中小企業・小規模事業者においては、生産性向上に加え、「働き方改革」による
魅力ある職場づくりが重要です。

取組に当たっては、「意識の共有がされやすい」など、中小企業・小規模事業者だからこその
強みもあります。

「魅力ある職場づくり」 「人材の確保」 「業績の向上」 「利益増」の好循環をつくるため、
「働き方改革」により魅力ある職場をつくりましょう。
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働き方改革実行計画
（平成29年３月28日働き方改革実現会議決定）

１．働 人 視点 立  働 方改革 意義

２．同一労働同一賃金  非正規雇用 
処遇改善

３．賃金引上  労働生産性向上

４．罰則付き時間外労働の上限規制の導
入など 長時間労働 是正

５．柔軟な働き方がしやすい環境整備

６．女性 若者 人材育成  活躍    
環境整備

７．病気 治療 仕事 両立

８．子育  介護等 仕事 両立 障害者
の就労

９．雇用吸収力 付加価値 高 産業  
転職・再就職支援

１０．誰にでもチャンスのある教育環境の整
備

１１．高齢者の就業促進

１２．外国人材の受入れ

１３．10年先 未来 見据        4





被改正法律・項目 内容 大企業 中小企業

雇用対策法
働き方改革に係る基本的考え方を明らかにするとともに、国は、
改革を総合的かつ継続的に推進するための「基本方針」を定める
こととする。

平成３０年７月６日

（2018年７月６日）

労
働
基
準
法

労働時間の上限
（第36条等）

時間外労働の上限について月45時間、年360時間を原則とし、臨
時的な特別な事情がある場合にも上限を設定。（罰則付）

平成３１年４月１日

（2019年４月１日）

令和２年４月１日

（2020年４月１日）

高度プロフェッショナル
制度の創設
（第41条の２）

職務の範囲が明確で一定の年収を有する労働者が高度の専門
的知識等を必要とする等の業務に従事する場合に、健康確保措
置や本人同意、労使委員会決議等を要件として、労働時間、休
日、深夜の割増賃金等の規定を適用除外とする。

平成３１年４月１日

（2019年４月１日）
年５日の年次有給休暇
の取得義務
（第39条第７項）

使用者は10日以上の年次有給休暇が付与される労働者に対し、
年５日について毎年時季を指定して与えなければならないことと
する。

フレックスタイム制見直
し（第32条の３） フレックスタイム制の清算期間の上限を１ヶ月から３ヶ月に延長。

中小企業における割増
賃金率の猶予措置廃止
（第138条）

月60時間を超える時間外労働に係る割増賃金率（50%以上）につ
いて、中小企業への猶予措置を廃止。

― 令和５年４月１日

（2023年４月１日）

労働時間等設定改善法
勤務間インターバル制度の普及促進、事業主への取引上配慮す
べき事項に関する責務の規定など。 平成３１年４月１日

（2019年４月１日）
労働安全衛生法、じん肺法

産業医・産業保健機能の強化、高プロ対象者を除くすべての労働
者を対象とした労働時間の状況の把握の義務化など。

パートタイム労働法・労働契
約法

短時間・有期雇用労働者について、①不合理な待遇差を解消す
るための規定の整備、②待遇差の内容・理由等に関する説明の
義務化、③裁判外紛争解決手続（行政ＡＤＲ）の整備など。

令和２年４月１日

（2020年４月１日）

令和３年４月１日

（2021年４月１日）

労働者派遣法
派遣労働者について、①不合理な待遇差を解消するための規定
の整備、②待遇差の内容・理由等に関する説明の義務化、③裁
判外紛争解決手続（行政ＡＤＲ）の整備など。

令和２年４月１日

（2020年４月１日）

各改正事項の施行・適用時期
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平成３０年
（2018年）

令和元年

（2019年）
令和２年
（2020年）

令和３年
（2021年）

令和４年
（2022年）

令和５年
（2023年）

令和６年
（2024年）

４月 ４月 ４月 ４月 ４月７月６日
（公布日）

大
企
業

中
小
企
業

４月

労働基準法
・割増賃金率見直しの
猶予措置の廃止

パートタイム労働法

労働契約法

労働者派遣法

労働者派遣法

労働時間関係 同一労働同一賃金関係

パートタイム労働法

労働契約法

労働基準法
・上限規制

設定改善法
・勤務間インターバル

安全衛生法
・産業医、産業保健強化
・労働時間の状況の把握

労働基準法
・高度プロフェッショナ
ル制度
・年休取得義務
・フレックスタイム

労働基準法
上限規制の適用猶予廃止
・自動車運転者
・建設
・医師
・鹿児島沖縄砂糖製造業

労働基準法
上限規制の適用猶予廃止
・自動車運転者
・建設
・医師
・鹿児島沖縄砂糖製造業

労働基準法
・上限規制

設定改善法
・勤務間インターバル

安全衛生法
・産業医、産業保健強化
・労働時間の状況の把握

労働基準法
・高度プロフェッショナ
ル制度
・年休取得義務
・フレックスタイム
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業種
資本金の額
または出資
の総額

常時使用す
る

労働者数

小売業 5,000万円
以下

また
は

50人以下

サービス業 5,000万円
以下 100人以下

卸売業 １億円以下 100人以下
その他

（製造業、建設業、運輸業、
その他）

３億円以下 300人以下

中小企業の範囲については、「資本金の額または出資の総額」と「常時使用する労働
者の数」のいずれかが以下の基準を満たしていれば、中小企業に該当すると判断され
ます。なお、事業場単位ではなく、企業単位で判断されます。

※業種の分類は、日本標準産業分類に従って判断されます。

中小企業の範囲
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業種 日本標準産業分類

小売業 大分類I（卸売業、小売業）のうち 中分類56（各種商品小売業）、中分類57（織物・衣服・身の回り品小売
業）、中分類58（飲食料品小売業）、中分類59（機械器具小売業）、中分
類60（その他の小売業）、中分類61（無店舗小売業）

大分類M（宿泊業、飲食サービス
業）のうち

中分類76（飲食店）、中分類77（持ち帰り・配達飲食サービス業）

サービス業 大分類G（情報通信業）のうち 中分類38（放送業）、中分類39（情報サービス業）、中分類411（映像情
報制作・配給業）、中分類412（音声情報制作業）、中分類415（広告制
作業）、中分類416（映像・音声・文字情報制作に附帯するサービス業）

大分類K（不動産業、物品賃貸業）
のうち

中分類693（駐車場業）、中分類70（物品賃貸業）

大分類L（学術研究、専門・技術
サービス業）
大分類M（宿泊業、飲食サービス
業）のうち

中分類75（宿泊業）

大分類N（生活関連サービス業、娯
楽業）

ただし、小分類791（旅行業）は除く

大分類O（教育、学習支援業）

大分類P（医療、福祉） ※
大分類Q（複合サービス業）
大分類R（サービス業＜他に分類さ
れないもの＞）

卸売業 大分類I（卸売業、小売業）のうち 中分類50（各種商品卸売業）、中分類51（繊維、衣服等卸売業）、中分類
52（飲食料品卸売業）、中分類53（建築材料、鉱物・金属材料等卸売業）、
中分類54（機械器具卸売業）、中分類55（その他の卸売業）

その他（製造業、建
設業、運輸業、その
他）

上記以外のすべて

※医療法人については、出資持分の有無により中小事業主であるかどうかの判断基準が異なります。
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残業時間の上限を規制します
残業時間の上限を法律で規制することは、70年前（1947年）に制定された「労働
基準法」において、初めての大改革となります。

（現在）

法律上は、残業時間の上限が
ありませんでした（行政指導のみ）。

１年間＝12か月

残業時間
月45時間
年360時間

法定労働時間
１日８時間
週40時間

上限なし

年間６か月まで
大臣告示による上限
（行政指導）

（改正後）
法律で残業時間の上限を定め、これを
超える残業はできなく
なります。

月残業45時間
＝１日残業２時間程度

１年間＝12か月

年間６か月まで

残業時間(原則)
月45時間
年360時間

法定労働時間
１日８時間
週40時間

法律による上限(原則)

法律による上限(例外)
・年720時間
・複数月平均80時間＊
・月100時間未満＊

＊休日労働を含む
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◎残業時間の上限は、原則として月４５時間・年３６０時間とし、
臨時的な特別の事情がなければこれを超えることはできません。
（月４５時間は、１日当たり２時間程度の残業に相当します。）

◎臨時的な特別の事情があって労使が合意する場合でも、
・年７２０時間以内
・複数月平均８０時間以内（休日労働を含む）
・月１００時間未満（休日労働を含む）
を超えることはできません。
（月８０時間は、１日当たり４時間程度の残業に相当します。）
また、原則である月４５時間を超えることができるのは、年間６か月
までです。
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自動車運転の業務
改正法施行５年後に、上限規制を適用します。
（ただし、適用後の上限時間は、年９６０時間とし、将来的な一般則の適用については
引き続き検討します。）

建設事業
改正法施行５年後に、上限規制を適用します。
（ただし、災害時における復旧・復興の事業については、複数月平均８０時間以内・１
か月１００時間未満の要件は適用しません。この点についても、将来的な一般則の適用
について引き続き検討します。）

医師
改正法施行５年後に、上限規制を適用します。
（ただし、具体的な上限時間等については、医療界の参加による検討の場において、規
制の具体的あり方、労働時間の短縮策等について検討し、結論を得ることとしていま
す。）

鹿児島県及び沖縄県にお
ける砂糖製造業 改正法施行５年後に、上限規制を適用します。

新技術・新商品等の研究
開発業務

医師の面接指導（※）、代替休暇の付与等の健康確保措置を設けた上で、時間
外労働の上限規制は適用しません。
※時間外労働が一定時間を超える場合には、事業主は、その者に必ず医師による面接指導を受け
させなければならないこととします。

【適用猶予・除外の事業・業務】

※ただし、上限規制には適用を猶予・除外する事業・業務があります。

（改正後）
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時間外労働の上限は、月45時間、かつ、年360時間が原則です。特例による場合で
あっても、できる限りこの水準に近づける努力が求められます。このため、新たに労働時
間の延長や休日労働を適正なものとするための指針を厚生労働大臣が定め、必要な助言・
指導を行うこととしています。

その際、当分の間、中小事業主に対しこの助言・指導を行うに当たっては、中小企業に
おける労働時間の動向、人材確保の状況、取引の実態等を踏まえて行うよう配慮すること
としています。

 中小企業の事情に配慮しながら助言指導を行います 

長時間労働の是正には取引環境の改善も重要です。
労働時間等設定改善法では、事業主の責務として、短納期発注や発注の内容の頻繁な変

更を行わないよう配慮するよう努めることと規定されました。

 取引環境の改善も重要です 

13



時間外労働の上限規制のポイント

ポイント
○法改正にあわせて、３６協定の様式を変更

○新しい３６協定には以下の事項の記載が必要
対象労働者の範囲
時間外労働・休日労働をさせることができる場合
１日・１月・１年の時間外労働時間、休日労働日数
１か月100時間未満（休日労働を含む）、２ ６か月平均80
時間以内（休日労働を含む）の要件を満たすこと
限度時間を超えて労働させることができる場合
限度時間を超える労働者への健康福祉確保措置
限度時間を超えた場合の割増賃金率
限度時間を超える手続き
有効期間
「１年」の起算日

○３６協定の締結にあたって留意すべき事項に関する指針を策定
※現行の大臣告示（限度基準告示）は廃止 14



３６協定届の記載例
（様式第９号（第16条第１項関係））

事業場（工場、支店、営業所
等）ごとに協定してください。

労働保険番号・法
人番号を記載して
ください。

この協定が有効と
なる期間を定めて
ください。１年間
とすることが望ま
しいです。

業務の範囲を細分化し、
明確に定めてください。

事由は具体的に定め
てください。

対象期間が３か
月を超える１年
単位の変形労働
時間制が適用さ
れる労働者につ
いては、②の欄
に記載してくだ
さい。

１年間の上限時
間を計算する際
の起算日を記載
してください。
その１年間にお
いては協定の有
効期間にかかわ
らず、起算日は
同一の日である
必要があります。

１日の法定労働時間を
超える時間数を定めて
ください。

１か月の法定労働時間を超える時間
数を定めてください。①は45時間
以内、②は42時間以内です。

１年の法定労働時間を超える時間数
を定めてください。①は360時間以
内、②は320時間以内です。

時間外労働と法
定休日労働を合
計した時間数は、
月100時間未満、
２ ６か月平均
80時間以内でな
ければいけませ
ん。これを労使
で確認の上、必
ずチェックを入
れてください。
チェックボック
スにチェックが
ない場合には、
有効な協定届と
はなりません。

労働者の過半数
で組織する労働
組合が無い場合
には、３６協定
の締結をする者
を選ぶことを明
確にした上で、
投票・挙手等の
方法で労働者の
過半数代表者を
選出し、選出方
法を記載してく
ださい。
使用者による指
名や、使用者の
意向に基づく選
出は認められま
せん。

押印も必要です。

金属製品製造業 ○○金属工業株式会社 ○○工場
○○○ ○○○○

○○市○○町１－２－３
○○○ ○○○○ ○○○○ ○○○○年４月１日から１年間

○○○○年４月１日

受注の集中

月末の決算事務

設計

臨時の受注、納期変更

検査

経理

製品不具合への対応

機械組立

棚卸 購買

１０人

２０人

１０人

５人

５人

３時間

２時間

２時間

３時間

３時間

３０時間

１５時間

１５時間

２０時間

２０時間

２５０時間

１５０時間

１５０時間

２００時間

２００時間

○○○○ ３ １２

○○○○ ３ １５

投票による選挙

労働時間の延長及び休日の労働は必要最小限にとどめられるべきであり、
労使当事者はこのことに十分留意した上で協定するようにしてください。
なお、使用者は協定した時間数の範囲内で労働させた場合であっても、労
働契約法第５条に基づく安全配慮義務を負います。

検査課主任

山田花子

工場長

田中太郎

管理監督者は労働者代表
にはなれません。

受注の集中 設計

臨時の受注、納期変更 機械組立

１０人

２０人

１か月に１日

１か月に１日

８：３０～１７：３０

８：３０～１７：３０

○ ○

３６協定で締結した内容を協定届（本様式）に転記して届け出て
ください。

– ３６協定届（本様式）を用いて３６協定を締結することもできます。そ
の場合には、労働者代表の署名又は記名・押印が必要です。

– 必要事項の記載があれば、協定届様式以外の形式でも届出できます。

３６協定の届出は電子申請でも行えます。
（任意）の欄は、記載しなくても構いません。

土日祝日

土日祝日

協定書を兼ねる場合には、労働者代
表の署名又は記名・押印が必要です。

３７０時間

２７０時間

２７０時間

３２０時間

３２０時間

４０時間

２５時間

２５時間

３０時間

３０時間

３．５時間

２．５時間

２．５時間

３．５時間

３．５時間

７．５時間

７．５時間

７．５時間

７．５時間

７．５時間

表面
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３６協定届の記載例（特別条項）
（様式第９号の２（第16条第１項関係））

臨時的に限度時間を超えて労働させる場合には様式９号の２の協
定届の届出が必要です。
様式第９号の２は、
・限度時間内の時間外労働についての届出書（１枚目）と、
・限度時間を超える時間外労働についての届出書（２枚目）
の２枚の記載が必要です。

３６協定で締結した内容を協定届（本様式）に転記して届け出て
ください。
– ３６協定届（本様式）を用いて３６協定を締結することもできます。
その場合には、労働者代表の署名又は記名・押印が必要です。

– 必要事項の記載があれば、協定届様式以外の形式でも届出できます。

３６協定の届出は電子申請でも行えます。
（任意）の欄は、記載しなくても構いません。

事業場（工場、支店、営業所
等）ごとに協定してください。

労働保険番号・法
人番号を記載して
ください。

この協定が有効と
なる期間を定めて
ください。１年間
とすることが望ま
しいです。

業務の範囲を細分化し、
明確に定めてください。

事由は具体的に定
めてください。

対象期間が３か
月を超える１年
単位の変形労働
時間制が適用さ
れる労働者につ
いては、②の欄
に記載してくだ
さい。

１年間の上限時
間を計算する際
の起算日を記載
してください。
その１年間にお
いては協定の有
効期間にかかわ
らず、起算日は
同一の日である
必要があります。

１日の法定労働時間を
超える時間数を定めて
ください。

１か月の法定労働時間を超える時間
数を定めてください。①は45時間
以内、②は42時間以内です。

１年の法定労働時間を超える時間数
を定めてください。①は360時間以
内、②は320時間以内です。

金属製品製造業 ○○金属工業株式会社 ○○工場
○○○ ○○○○

○○市○○町１－２－３
○○○ ○○○○ ○○○○

○○○○年４月１日から１年間

○○○○年４月１日

受注の集中

月末の決算事務

設計

臨時の受注、納期変更

検査

経理

製品不具合への対応

機械組立

棚卸 購買

１０人

２０人

１０人

５人

５人

３時間

２時間

２時間

３時間

３時間

３０時間

１５時間

１５時間

２０時間

２０時間

２５０時間

１５０時間

１５０時間

２００時間

２００時間

受注の集中 設計

臨時の受注、納期変更 機械組立

１０人

２０人

１か月に１日

１か月に１日

８：３０～１７：３０

８：３０～１７：３０

土日祝日

土日祝日

３７０時間

２７０時間

２７０時間

３２０時間

３２０時間

４０時間

２５時間

２５時間

３０時間

３０時間

３．５時間

２．５時間

２．５時間

３．５時間

３．５時間

７．５時間

７．５時間

７．５時間

７．５時間

７．５時間

１枚目
（表面） 労働時間の延長及び休日の労働は必要最小限にとどめられるべきであり、

労使当事者はこのことに十分留意した上で協定するようにしてください。
なお、使用者は協定した時間数の範囲内で労働させた場合であっても、労
働契約法第５条に基づく安全配慮義務を負います。
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業務の範囲を細分化
し、明確に定めてく
ださい。

事由は一時的または突発的に時間外労働を
行わせる必要のあるものに限り、できる限
り具体的に定めなければなりません。
「業務の都合上必要なとき」「業務上やむ
を得ないとき」など恒常的な長時間労働を
招くおそれがあるものは認められません。

１年間の上限時
間を計算する際
の起算日を記載
してください。
その１年間にお
いては協定の有
効期間にかかわ
らず、起算日は
同一の日である
必要があります。

月の時間外労働
の限度時間（月
45時間又は42
時間）を超えて
労働させる回数
を定めてくださ
い。年６回以内
に限ります。

限度時間（月45時間又は42時
間）を超えて労働させる場合の、
１か月の時間外労働と休日労働
の合計の時間数を定めてくださ
い。月100時間未満に限ります。
なお、この時間数を満たしてい
ても、２ ６か月平均で月80時
間を超えてはいけません。

限度時間（年360
時間または320時
間）を超えて労働
させる１年の時間
外労働（休日労働
は含みません）の
時間数を定めてく
ださい。年720時
間以内に限ります。

時間外労働と法定休日労働を合計し
た時間数は、月100時間未満、２ ６
か月平均80時間以内でなければいけ
ません。これを労使で確認の上、必
ずチェックを入れてください。
チェックボックスにチェックがない
場合には、有効な協定届とはなりま
せん。

○○○○年４月１日

突発的な仕様変更、新システムの導入 設計

検査

機械組立

１０人

２０人

１０人

９０時間

９０時間

８０時間

７００時間

６００時間

５００時間

○○○○ ３ １２

○○○○ ３ １５

投票による選挙

検査課主任

山田花子

工場長

田中太郎

機械トラブルへの対応

製品トラブル・大規模なクレームへの対応

６回

６回

４回

３５％

３５％

３５％

限度時間を超えて時
間外労働をさせる場
合の割増賃金率を定
めてください。
この場合、法定の割
増率（25%）を超
える割増率となるよ
う努めてください。

限度時間を超え
た労働者に対し、
裏面の記載心得
１（９）① ⑩
の健康確保措置
のいずれかの措
置を講ずること
を定めてくださ
い。

①、③、⑩
対象労働者への医師による面接指導の実施 、対象労働者に１１時間の勤務間インターバルを設定
職場での時短対策会議の開催

労働者代表者に対する事前申し入れ

限度時間を超え
て労働させる場
合にとる手続き
について定めて
ください。

○ ○

３５％

３５％

３５％

限度時間を超えて時
間外労働をさせる場
合の割増賃金率を定
めてください。
この場合、法定の割
増率（25%）を超
える割増率となるよ
う努めてください。

６時間

６時間

６時間

６．５時間

６．５時間

６．５時間

１００時間

１００時間

９０時間

８２０時間

７２０時間

６２０時間

労働者の過半数で組織する労働組合が無い
場合には、３６協定の締結をする者を選ぶ
ことを明確にした上で、投票・挙手等の方
法で労働者の過半数代表者を選出し、選出
方法を記載してください。
使用者による指名や、使用者の意向に基づ
く選出は認められません。

押印も必要です。

管理監督者は労働者代表
にはなれません。

協定書を兼ねる場合には、労働者代
表の署名又は記名・押印が必要です。

臨時的な特別の事情がなければ、限度時間（月45時間又は42
時間・年360時間又は320時間）を超えることはできません。
限度時間を超えて労働させる必要がある場合でも、時間外労働
は限度時間にできる限り近づけるように努めてください。

２枚目
（表面）
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様式 用途

様式第９号 一般労働者について、時間外・休日労働を行わせる場合

様式第９号の２ 限度時間を超えて、時間外・休日労働を行わせる場合

様式第９号の３ 新技術・新商品等の研究開発業務に従事する労働者に時間外・休日労働を行わせる場
合

様式第９号の４ 適用猶予期間中における、適用猶予事業・業務に係る時間外・休日労働を行わせる場
合

様式第９号の５ 適用猶予期間中における、適用猶予事業・業務において、事業場外労働のみなし労働
時間に係る協定の内容を36協定に付記して届出する場合

様式第９号の６ 適用猶予期間中において、労使委員会の決議を届出する場合

様式第９号の７ 適用猶予期間中において、労働時間等設定改善委員会の決議を届出する場合

※様式のダウンロードはこちら
検索ワード

 働き方改革 厚労省 36協定

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000148322_00001.html

または
労働基準関係主要様式
https://www.mhlw.go.jp/bunya/roudoukijun/roudoujouken01/

用途に応じて以下の様式が制定されています。
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３６協定の締結に当たって留意いただく事項

ポイント
○時間外労働・休日労働は必要最小限にとどめる。

○使用者は、３６協定の範囲内であっても労働者に対する安全配慮義務
を負うこと。
労働時間が長くなるほど過労死との関連性が強まることに留意。

○時間外労働・休日労働を行う業務の区分を細分化し、業務の範囲を明
確にすること。

○臨時的な特別の事情がなければ限度時間（月45時間・年360時間）を
超えられないこと。
限度時間を超える必要がある場合は、できる限り具体的に定めること。
限度時間にできる限り近づけること。

特別条項で延長する場合、月末２週間と翌月初２週間の４週間に160時間の時間外労
働を行わせるといったような、短期に集中して過重な労働となることは望ましくない
ことに留意してください。
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○ １か月未満の期間で労働する労働者の時間外労働は、目安時間（※）
を超えないよう努めること。

（※）１週間 15時間、２週間 27時間、４週間 43時間

○休日労働の日数・時間数をできる限り少なくするよう努めること。

○限度時間を超えて労働させる労働者の健康・福祉を確保すること。
⇒健康福祉確保措置として望ましい措置 
(1) 医師による面接指導
(2)深夜業の回数制限
(3)終業から始業までの休息時間の確保（勤務間インターバル）
(4)代償休日・特別な休暇の付与
(5)健康診断
(6)連続休暇の取得
(7)心とからだの相談窓口の設置
(8)配置転換
(9)産業医等による助言・指導や保健指導

○限度時間の適用除外・猶予の事業・業務についても、限度時間を勘案
し、健康・福祉を確保するよう努めること。
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年次有給休暇の時季指定義務のポイント

ポイント
○ 対象者は、年次有給休暇が年10日以上付与される労働者
（管理監督者を含む）

○ 労働者ごとに、年次有給休暇を付与した日（基準日）から１年以内
に５日について、使用者が取得時季を指定して与える

○ 労働者が自ら申し出て取得した日数や、計画的付与で取得した日数
については、５日から控除することができる

○ 時季指定に当たっては、労働者の意見を聴取し、その意見を尊重す
るよう努めなければならない

○ 労働者ごとに年次有給休暇管理簿を作成し、３年間保存

○ 時季指定を行う場合には、就業規則に①時季指定の対象となる労働
者の範囲、②時季指定の方法等、の2点を記載する必要がある（就業
規則変更届）

（例） 労働者が自ら５日取得した場合 ⇒ 使用者の時季指定は不要
労働者が自ら３日取得＋計画的付与２日の場合 ⇒ 〃
労働者が自ら３日取得した場合 ⇒ 使用者は２日を時季指定
計画的付与で２日取得した場合 ⇒ 〃 ３日 〃
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23

年次有給休暇の管理簿について

時季、日数及び基準日を労働者ごとに明らかにした書類（年次有給休暇管理簿）を作成し、当該年休を与えた
期間中及び当該期間の満了後３年間保存しなければなりません。
（年次有給休暇管理簿は労働者名簿または賃金台帳とあわせて調製することができます。また、必要なときに
いつでも出力できる仕組みとした上で、システム上で管理することも差し支えありません。）

(例）労働者名簿または賃金台帳に以下のような必要事項を盛り込んだ表を追加する。

年
次
有
給
休
暇
取
得
日
数

基準日
2019/４/１

取得日数
１８日

年次有給休暇を取
得した日付

2019/
4/4(木)

2019/
5/7(火)

2019/
6/3(月)

2019/
7/1(月)

2019/
8/1(木)

2019/
8/13(火)

2019/
8/14(水)

2019/
8/15(木)

2019/
8/16(金)

2019/
8/19(月)

2019/
9/2(月)

2019/
10/9(水)

2019/
11/5(火)

2019/
12/6(金)

2020/
1/14(火)

2020/
2/10(月)

2020/
3/19(木)

2020/
3/20(金)

基準日

日数

時季（年次有給休暇を取得した日付）



（参考）法定の基準日と異なる年次有給休暇の付与をする場合

法定の基準日と異なり、
入社日から年次有給休暇を付与する場合や、
全社的に年次有給休暇の起算日を合わせるために２年目以降に付与日を変える場合

などについては、以下のような取扱いとなる。

①法定の基準日（雇入れの日から半年後）より前に10日以上の年次有給休暇を付与する場合
⇒使用者は付与した日から１年以内に５日指定して取得させなければなりません。

４/１入社 １０/１ ３/３１

法定の基準日10日付与

９/３０

（例）４/１入社時に10日
付与する場合

通常は１０/１～翌９/３０までの１年間に５日取得させるこ
とになるが、４/１に前倒しで付与した場合には、４/１～翌
３/３１までの１年間に５日取得させなければならない。

５日取得

②入社した年と翌年で年次有給休暇の付与日が異なるため、５日の指定義務がかかる１年間の期間に重複が生じ
る場合（全社的に起算日を合わせるために入社２年目以降の社員への付与日を統一する場合など）
⇒重複が生じるそれぞれの期間を通じた期間（前の期間の始期から後の期間の終期までの期間）の長さに応じ
た日数（比例按分した日数）を、当該期間に取得させることも認められます。

４/１入社
通常は１年目の１０/１～翌９/３０までの１年間に５日取得さ
せ、２年目の４/１～翌３/３１までの１年間に５日取得させる
ことになるが、期間の重複が生じるため管理が複雑になる。

１０/１ ４/１

１年目の付与日
（10日付与）

９/３０

２年目の付与日
（11日付与）

３/３1

この場合には、１０/１～翌々３/３１までの期間（18箇月）に、
５日÷12×18＝７．５日以上取得させることも認められる。

（例）４/１入社で、
初年度は１０/１に付与
翌年度は４/１に付与
する場合

５日取得

５日取得

７．５日以上取得

24



③上記①・②の期間経過後は当該期間の最終日の翌日からの１年間に５日の指定義務がかかります。
（例）①の場合

４/１
入社

10日付与

１０/１

法定の基準日

①の期間

３/３１ ４/１

次の期間

（例）②の場合

４/１
入社

１０/１

１年目の付与日

４/１

②の期間 次の期間

２年目の付与日

９/３０ ３/３１ ４/１

５日取得 ５日取得

５日取得７．５日以上取得

④10日のうち一部を法定の基準日より前倒しで付与し、労働者が自ら年次有給休暇を取得した場合
⇒分割して前倒しで付与した場合には、付与日数の合計が10日に達した日からの１年間に５日の指定
義務がかかります。当該日以前に、分割して前倒しで付与した年次有給休暇について労働者が自ら取得
していた場合には、取得した日数を５日の指定義務から控除します。

４/１
入社

７/１～翌６/３０までの１年間に５日取得させることが必要。

７/１

５日付与

６/３０

５日付与

ただし、４/１～６/３０までに労働者が自ら年次有給休暇を取
得していた場合には、取得した日数を５日から控除する。

（例）４/１入社時に５日付与
し、７/１に残り５日付与す
る場合

合計10日に到達

５日取得
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３/３１

３/３１



よくあるご質問（時間外労働時間の限度時間の上限規制関係）
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○ 施行前（大企業は2019年３月31日まで、中小企業は2020年３月31日まで）と施行後
（同年４月１日以後）にまたがる期間の36協定を締結している場合には、４月１日開始
の協定を締結し直さなければならないのでしょうか。
→ 改正法の施行に当たっては、経過措置が設けられており、施行前と施行後にまたが
る期間の36協定を締結している場合には、その協定の初日から1年間に限っては、そ
の協定は有効となります。
したがって、4月1日開始の協定を締結し直す必要はなく、その協定の初日から1年
経過後に新たに定める協定から、上限規制に対応していただくこととなります。

○ 中小企業は上限規制の適用が１年猶予されますが、その間の36協定届は従来の様式で
届け出てもよろしいのでしょうか。
→ 適用が猶予される１年間については、従来の様式での届出でかまいません。なお、
上限規制を遵守する内容で36協定を締結する場合には、新様式で届け出てもかまいま
せん。

○ 時間外労働と休日労働の合計が、２ ６ヶ月間のいずれの平均でも月80時間以内とさ
れていますが、この２ ６ヶ月は、36協定の対象期間となる１年間についてのみ計算す
ればよいのでしょうか。
→ 時間外労働と休日労働の合計時間について２ ６ヶ月の平均で80時間以内とする規
制については、36協定の対象期間にかかわらず計算する必要があります。
なお、上限規制が適用される前の36協定の対象期間については計算する必要はあり

ません。
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○ 中小企業に当たるか否かを判断する際に、個人事業主や医療法人など、資本金や出資
金の概念がない場合はどうすればよいですか。
→ 資本金や出資金の概念がない場合は、労働者数のみで判断することとなります。

○ 中小企業や、上限規制の適用猶予事業・業務へ労働者を派遣する場合は、上限規制の
適用はどのようになりますか。
→ 労働者派遣法の規定により、派遣労働者に関する36協定は派遣元企業が締結・届出
を行いますが、36協定で定めた上限を超えて労働させた場合には派遣先企業が法違反
となります。
そのため、派遣先が大企業であれば2019年４月以降、派遣先が中小企業であれば
2020年４月以降、派遣先の事業・業務が適用猶予事業・業務であれば2024年４月以降
に、上限規制が適用されます。（派遣元が中小企業であっても、派遣先が大企業であ
れば、2019年４月以降に上限規制が適用されます。）



よくあるご質問（年5日の年次有給休暇の取得義務について）
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○ パートタイム労働者など所定労働日数が少ない労働者であって、１年以内付与される年次
有給休暇の日数が１０日未満の者について、前年度から繰り越した日数を含めると１０日以
上となっている場合、年５日確実に取得させる義務の対象となるのでしょうか。
→ 対象となりません。前年度から繰り越した年次有給休暇の日数は含まず、当年度に付
与される法定の年次有給休暇の日数が１０日以上である労働者が対象となります。

○ 前年度からの繰り越し分の年次有給休暇を取得した場合には、その日数分を使用者が時季
を指定するべき年５日の年次有給休暇から控除することはできますか。
→ できます。労働者が実際に取得した年次有給休暇が前年度からの繰り越し分の年次有
給か休暇であるか当年度の基準日に付与された年次有給休暇であるかについては問わな
いものです。

○ 使用者が年次有給休暇の時季を指定する場合に、半日単位とすることは差し支えありませ
んか。また、労働者が半日単位の年次有給休暇を取得した場合には、その日数分を使用者
が時季を指定すべき年５日の年次有給休暇から控除することはできますか。
→ 時季指定に当たって、労働者の意見を聴いた際に、半日単位での年次有給休暇の取得
の希望があった場合には、半日（0.5日）単位で取得することとして差し支えありませ
ん。
また、労働者自ら半日単位の年次有給休暇を取得した場合には、取得１回につき0.5日
として、使用者が時季を指定すべき年５日の年次有給休暇から控除することができます。
（なお、時間単位の年次有給休暇については、使用者による時季指定の対象とはならず、
労働者が自ら取得した場合にも、その時間分を5日から控除することはできません。）
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働き方改革推進のための各支援策について


